
筑波経済月報　　2024年10月号26

茨城県内
2日	 	総務省によれば、2023年度の茨城県ふるさと納

税受入額（県と市区町村分の合計）は、374.2億
円と前年度に比べ＋45.1％の増加、全国は1兆
1,175億円と同＋15.8％の増加

2日	 	茨城県によれば、2024年1～3月期の県内実質経
済成長率（季節調整済、前期比年率換算）は▲7.7％
と3四半期連続のマイナス成長、財貨・サービス
の純移出等がマイナスに寄与

5日	 	茨城地方最低賃金審議会は、茨城県の最低賃金
の時間額を、現行の953円から52円引上げて1,005
円（引上げ率5.46％）に改正することが適当であ
ると茨城労働局長に答申（前年：引上げ額42円、
引上げ率4.61％）。8月30日に茨城労働局長は同
答申での改正を決定（10月1日から適用）

22日	 	スカイマーク株式会社は、2024年度冬期（24年
10月27日～25年3月29日）の運航ダイヤを公表、
茨城空港路線は、現行の神戸便（1日3往復）、札
幌便（1日2往復）、福岡・那覇便（1日1往復）が
継続

27日	 	茨城県は、2024年度9月補正予算案を公表、追加
予算規模は一般会計ベースで77億65百万円、事
業者における多様な人材の活用や生産性向上を
図るほか、水田を活用した流域治水対策や老朽
化した橋梁の修繕など防災・減災対策に必要な
予算を計上

28日	 	茨城県と東日本旅客鉄道水戸支社は、2023年10
～12月に開催した大型観光企画「茨城デスティ
ネーションキャンペーン（茨城DC）」に引き続き
開催する「茨城アフターDC」の概要を公表、実
施期間は24年10月～12月で、特別企画やイベン
トにより、昨年の茨城DC期間中の観光消費額
1,105億円以上の実績を目指す

30日	 	茨城県によれば、茨城県内の待機児童数（2024
年4月1日現在）は、4人と前年同日に比べ▲1人
の減少、待機児童4人全員が医療的ケア児など特
別な支援を必要とする児童であり、保育所不足
による待機児童は0人

30日	 	農林水産省「漁業センサス」（速報）によれば、
茨城県の漁業経営体数（2023年11月1日時点）は
310経営体と前回調査（2018年）に比べ▲33経
営体の減少、漁業経営体が過去１年間に漁業生
産に使用し、調査期日現在保有する漁船数は400
隻と同▲65隻の減少、漁業就業者数は1,082人と
同▲112人の減少

国内・国外
2日	 	農林水産省によれば、2024年上半期の農林水産

物・食品の輸出額は7,013億円と前年同期に比べ
▲1.8％の減少（農産物＋5.7％、林産物＋2.8％、
水産物▲19.3％）。日本産水産物の輸入を禁止す
る中国向けが同▲43.8％の減少

2日	 	厚生労働省によれば、2024年の民間主要企業の
春季賃上げ平均妥結額は17,415円（賃上げ率
5.33％）と前年に比べ＋6,170円（同＋1.73ポイ
ント）の増加

2日	 	厚生労働省によれば、2023年度の厚生年金の収
支は2兆3,616億円の歳入超と前年度に比べ＋1兆
6,728億円歳入超額が増加、国民年金は2,377億円
の歳入超と同＋1,302億円増加

5日	 	東京株式市場で日経平均株価の終値が3万1,458
円42銭、前週末比4,451円28銭安と過去最大の下
落幅を記録

8日	 	財務省によれば、2024年上半期の経常収支は、
12兆6,817億円の黒字と前年同期に比べ＋4兆
7,148億円黒字幅が拡大（貿易収支は2兆6,188億
円の赤字も同＋2兆5,702億円赤字幅が縮小）

9日	 	財務省によれば、2024年6月末現在の「国の借金」
（国債及び借入金等）の残高は1,311.0兆円と前年
度末に比べ＋1.1％（13.9兆円）の増加

15日	 	内閣府によれば、4～6月期の実質国内総生産（速
報値、季節調整済）は、前期比年率換算で＋3.1％
の増加（1～3月期は同▲2.3％）

21日	 	日本政府観光局（JNTO）によれば、2024年7月
の訪日外国人客数は329.3万人と2019年同月に比
べ＋10.1％の増加。1～7月の累計では2,107.0万
人と過去最速で2,000万人を突破

29日	 	内閣府は、8月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復
している」と判断を引上げ

29日	 	厚生労働省は、地方最低賃金審議会が答申した
2024年度の地域別最低賃金の改定額を取りまと
め。改定額の全国加重平均額は1,055円と前年度
（1,004円）から51円の引上げ

30日	 	国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報
告」（2024年4月1日～7月1日）によれば、主要都
市の高度利用地等の全地区（計80地区）で地価
が3か月前に比べ上昇

経済トピックス　2024年 8月 経済情報ピックアップ
2024年度「経済財政白書」について

経済情報ピックアップ

注：職種別の有効求人倍率は原数値、全体平均は季節調整値（いずれも2024年5月値）
出所：厚生労働省「職業安定業務統計」
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注：年収層はフラット35利用者本人の年収。
出所：住宅金融支援機構「フラット35利用者調査」
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図表1　職業別有効求人倍率 図表2　フラット35利用者における住宅取得割合

8月2日、内閣府は2024年度の年次経済財政報告（経済財
政白書）を公表しました。同白書は、経済・財政を定量的に
分析し、政策の検討に役立てる目的で年に1回作成されま
す。白書には毎年副題が付されていますが、今年度は「熱量
あふれる新たな経済ステージへ」です。以下では、同白書の
ポイントを説明します。
第1章「マクロ経済の動向と課題」では、現在の日本経済
について、33年振りの高い賃上げ率、過去最高の企業収益
など前向きな動きがみられる一方で、名目賃金が物価上昇
に追い付かず個人消費が力強さを欠いた状態であると分析
しています。こうした状況において、2％程度の安定した物
価上昇のもとで名目賃金がこれを上回り、消費に力強さを
取り戻すこと、デフレに後戻りしない経済構造を構築する
ことが重要としています。
現在デフレ脱却に向けた歩みは着実に進んでいるもの
の、課題として中小企業や公的分野での賃金上昇の波及、中
小企業における労務費などの価格転嫁、家賃や公共料金な
ど動きが鈍い分野での物価上昇などを上げています。また、
「年収の壁・支援強化パッケージ」推進のほか、社会保険な
ども物価・賃金が上昇することを前提とした制度にするこ
とが重要であるとしています。
第2章「人手不足による成長制約を乗り越えるための課
題」では、企業の人手不足感が歴史的な水準に高まるなか、
企業の賃金設定が“業績連動”から“待遇改善による人手の確
保・定着”に舵を切っていること、また、企業のソフトウェア
など省力化投資が増加しつつあることを指摘しています。
今後、労働力が減少していくなかでは、産業・職種間で偏

りがみられる労働者（図表1）を再配置し、低生産性部門から
高生産性部門に労働力が移動することが重要としています。

具体的には、デジタル化・AI技術の発展に伴い供給過剰な事
務職などで労働需要が一層減少する一方で、デジタル技術
などを実装する人材のニーズ増加が見込まれています。こう
した人材を育成するためのリスキリングなどにより、ニーズ
の高い分野への人材を供給する必要があるとしています。
第3章「ストックの力で豊かさを感じられる経済社会へ」
では、わが国の家計部門がこれまで蓄積してきた家計の金
融資産や住宅資産、高齢者の知識・経験の活用などを取り
上げています。
家計の金融資産では、過半が現預金に偏在していること、
貯蓄した老後資金が80歳を過ぎても1～2割しか取り崩さ
れないこと、資産の相続人の8割が50歳以上といったデー
タなどを踏まえ、子や孫のニーズに応じた資産移転を促す
税制整備が必要としています。また、NISA制度の拡充ととも
に若年層中心に資産運用の機運は高まっており、これを加
速させるため、金融リテラシーの向上、家計の所得を向上さ
せる取組みも肝要としています。
住宅資産では、世帯数を上回る数の住宅ストックを活用
することで、ゆとりある暮らしを営むことができる経済社
会の実現に繋げていくとしています。近年の建築費の上
昇・高止まりなどにより年収が高い層でも中古住宅の取得
率が高まっているデータ（図表2）などを示し、いわゆる新築
信仰などにより遅れてきた中古市場のさらなる活性化に向
け、新築・中古情報の非対称性の低減、流通市場の透明化に
取組むことが重要としています。
こうした取組みのもとで、物価と賃金が動き価格メカ
ニズムが機能する、そうした通常の市場経済に戻ること
こそが、わが国を新たな経済ステージに移行させるとし
ています。

（研究員　金田　憲一）
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